
(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（市町村）

地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）
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公債費負担の状況 将来負担の状況

合計

合計

当該団体
からの
貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

一般会計等
負担見込額

備考

一般会計 84,659 83,931 728 502

備考 地方公社・第三セクター等名 経常損益
純資産又は
正味財産

当該団体
からの
出資金

当該団体
からの
補助金

平成26年度 富山県高岡市

一般会計等の財政状況（単位：百万円）

会計名 歳入 歳出 形式収支 実質収支
他会計等
からの
繰入金

地方債
現在高

荻布奨学金事業会計 2 2 - - 1 - 基金繰入金1百万円 （財）高岡市民文化振興事業団

5 - - 826 - -2,535 111,378 基金繰入金2,535百万円 高岡土地開発公社 0 7

- - - -（財）とやま・ふくおか家族旅行村公社 ▲ 1 103 104 9

- -0 32 30 - - -

（社）高岡市自然休養村公社

20 - - - - -（財）高岡市勤労者福祉サービスセンター 1 59

- - - -（株）ウェルカム福岡 1 24 6 -

- -▲ 5 197 15 32 - -

万葉線（株）

70 70 - - - -（財）高岡市体育協会 1 223

- - - -（財）高岡地域地場産業センター 1 951 5 57

- -▲ 77 470 150 - 53 -

オタヤ開発（株）

6 - 26 - - -（株）えんじゅビル 5 79

- - - -末広開発（株） 83 780 51 20

- -3 64 60 5 - -

（財）富山県産業創造センター

24 1 - - - -（財）とやま国際センター ▲ 2 5

- - - -（財）富山コンベンションビューロー 0 113 5 2

- -▲ 36 1,802 10 5 - -

一般会計等（純計） 502

実質赤字額

　※一般会計等（純計）は、各会計の相互間の繰入・繰出等の重複を控除したものであり、各会計の合計と一致しない場合がある。

-

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足
比率

備考会計名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

公営企業会計等の財政状況（単位：百万円）

- -国民健康保険事業会計 18,520 18,140 380 380 1,155 -

介護保険事業会計 16,123 15,976 147 147

駐車場事業会計 566 566 - - 194 2,110 - -

- -後期高齢者医療事業会計 2,173 2,171 1 1 428 -

2,289 - - -

水道事業会計 3,164 3,655 ▲ 491 1,807

法適用企業高岡市民病院事業会計 8,825 9,687 ▲ 862 1,977 1,318 12,834 8,231 -

629 - 法適用企業簡易水道事業会計 164 179 ▲ 15 165 37 1,157

51 7,177 57 - 法適用企業

下水道事業会計 5,564 5,557 7 270

法適用企業工業用水道事業会計 35 46 ▲ 11 415 - - - -

- - 法非適用企業工業団地造成事業会計 200 200 - - 28 910

1,805 55,500 - - 法適用企業

公営企業会計等 5,163

連結実質赤字額

-

一部事務組合等名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
負担見込額

備考

- -砺波地方衛生施設組合 342 331 11 11 -

庄川右岸水害予防組合 1 1 0 0 -

庄川左岸水害予防組合 1 1 0 0 - - -

小矢部川中流水害予防組合 0 0 0 0 - - -

- -

- -富山県市町村総合事務組合 9,341 9,085 256 0 24,612

富山県市町村会館管理組合 280 247 33 33 -

高岡地区広域圏事務組合 3,368 3,213 155 155 - 2,967 2,184

富山県後期高齢者医療広域連合
（一般会計）

141 139 2 3 - - -

60 - 地方債は富山県市町村振興協会の補助で償還

- - 基金繰入金　1,041百万円
富山県後期高齢者医療広域連合
（後期高齢者医療事業会計）

142,702 139,202 3,500 3,500 1,041

一部事務組合等

地方公社・第三セクター等 201 79 826 - -

平成24年度 平成25年度 平成26年度 分母比

元利償還金 9,391,968 9,029,451 9,459,906 30.5 将来負担額

区分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 分母比 内訳

　※地方公共団体が①25%以上出資している法人又は②財政支援を行っている法人を記載している。

　※地方公共団体財政健全化法に基づき将来負担比率の算定対象となっている法人については、○印を付与している。

実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）

区分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 分母比

5.9 いわゆる五省協定等に係るもの - - - -

PFI事業に係るもの - - - -

減債基金積立不足算定額 - - - -

一般会計等に係る地方債の現在高 97,269,185 103,133,522 111,378,290 359.5

債
務
負
担
行
為

債務負担行為に基づく支出予定額 3,318,084 2,115,048 1,813,627

2,206 1,217 543 0.0

公営企業債の元利償還金 に対する繰入金 2,073,715 2,087,021 1,901,222 6.1 組合等負担等見込額 

公営企業債等繰入見込額 30,899,154 32,899,445 29,834,353 96.3 国営土地改良事業に係るもの準
元
利
償
還
金

満期一括償還地方債に係る年度割相当額 - - - -

- -

債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの） 317,347 179,823 384,193 1.2 設立法人等の負債額等負担見込額 - -

14,905,739 13,306,483 43.0 地方公務員等共済組合に係るもの - -

- - -

組合等が起こした地方債の元利 償還金に対する負担金等 35,939 36,647 76,410 0.2 退職手当負担見込額 16,442,415

755,647 1,009,950 2,183,691 7.0 森林総合研究所等が行う事業に係るもの -

11,340,779 11,829,490

- 社会福祉法人の施設建設費に係るもの 1,088,491 965,367 817,665 2.6

2.7

一時借入金の利子 5,333 7,837 7,759 0.0 連結実質赤字額 - - -

- - 依頼土地の買い戻しに係るもの 2,019,565 943,236 826,088

債
務
負
担
行
為

PFI事業に係るもの - - - - 充当可能
財源等

148,684,485 154,063,704 158,516,444 引き受けた債務の履行に係るもの -

- - - -

内訳 平成24年度 平成25年度 平成26年度 分母比 (Ｅ)

組合等連結実質赤字額負担見込額 - - - - 損失補償・債務保証の履行に係るもの合計 (Ａ) 11,824,302

207,822 205,228 169,331 0.5

いわゆる五省協定等に係るもの - - - - 充当可能特定歳入 

充当可能基金 4,183,303 4,462,317 5,025,862 16.2 その他上記に準ずるもの

- - -

高岡市民病院事業会計 8,758,943 8,506,902 8,231,338 26.6

地方公務員等共済組合に係るもの - - - -

19,348,863 21,689,047 20,090,861 64.8

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの - - - - 基準財政需要額算入見込額 

2,217,790 2,143,012 2,302,321 7.4

企業債等
繰入見込額

下水道事業会計

88,449,786 92,853,162 96,934,337 312.9

87,321 57,415 0.2

損失補償・債務保証の履行に係るもの - - - - その他の会計 1,220,090

173.1 174.1 175.1 水道事業会計 44,029

647,577 646,225 628,979 2.0

社会福祉法人の施設建設費に係るもの 163,489 139,346 137,865 0.4 将来負担比率（(Ｅ)－(Ｆ)）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００

(Ｆ) 94,850,879 99,458,491 104,262,520 簡易水道事業会計

- - - -

その他上記に準ずるもの 124,179 11,636 219,132 0.7 健全化判断比率

1,066,546 19,723 0.1

引き受けた債務の履行に係るもの - - - -
公社・

三セク等

地方道路公社に係る将来負担額

20.00 その他第三セクター等に係る将来負担額 - - - -

- -

利子補給に係るもの 29,679 28,841 27,196 0.1 実質赤字比率 - 11.51

平成26年度 早期健全化基準 財政再生基準 土地開発公社に係る将来負担額 - -

実質公債費比率 15.1 25.0 35.0

算入公債費等の額 (Ｄ) 6,559,692 6,560,157 6,976,235

連結実質赤字比率 - 16.51 30.00

標準財政規模 (Ｃ) 37,658,076 37,911,192 37,957,099

特定財源の額 (Ｂ)

350.0

(Ｃ)－(Ｄ) 31,098,384 31,351,035 30,980,864

247,678 231,529 226,922

実質公債費比率
（(Ａ)－((Ｂ)＋(Ｄ))）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００

(単年度) 16.1 14.5 14.9

(3ヵ年平均) 16.0 15.5 15.1

将来負担比率 175.1
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